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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第122期
第２四半期
連結累計期間

第123期
第２四半期
連結累計期間

第122期
第２四半期
連結会計期間

第123期
第２四半期
連結会計期間

第122期

会計期間

自　平成22年 
　　３月１日 
至　平成22年 
　　８月31日

自  平成23年
     ３月１日
至  平成23年
     ８月31日

自　平成22年 
　　６月１日 
至　平成22年 
　　８月31日

自  平成23年
     ６月１日
至  平成23年
     ８月31日

自  平成22年
     ３月１日
至  平成23年
     ２月28日

営業収入 (百万円) 105,434 94,244 55,386 47,306 198,953

経常利益 (百万円) 14,433 10,272 8,332 4,491 23,178

四半期(当期)純利益 (百万円) 7,220 3,753 4,419 2,852 11,399

純資産額 (百万円) ─ ― 227,667 230,850 235,655

総資産額 (百万円) ─ ― 327,129 326,536 329,204

１株当たり純資産額 (円) ─ ― 1,102.951,127.871,150.56

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 38.68 20.16 23.69 15.35 61.09

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ― ─ ― ―

自己資本比率 (％) ─ ― 62.9 64.2 65.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 23,914 11,425 ─ ― 28,141

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,469 △5,155 ─ ― △15,807

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,558 △3,943 ─ ― △4,857

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ― 42,639 39,504 37,220

従業員数 (人) ─ ― 3,420 3,229 3,367

(注)  １　営業収入には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

　　　２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

　おりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年８月31日現在

従業員数(人)
3,229
(2,731)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数には嘱託1,114人を含んでおります。

３　従業員数の欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年８月31日現在

従業員数(人)
381
(43)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数には嘱託14人を含んでおります。

３　従業員数の欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　　当企業集団の事業について生産実績を定義することが困難なため「生産の状況」は記載しておりま

  せん。

　

(1) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(百万円)
前年同四半期比
（％）

映画事業 1,464 △4.4 89 △38.9

演劇事業 ─ ─ ─ ─

不動産事業 9,305 △9.8 4,340 △4.0

その他 ─ ─ ─ ─

合計 10,769 △9.1 4,430 △5.1

(注) １　当企業集団では映画事業に含まれる映像事業の内テーマパーク関連事業及び不動産業に含まれる道路事業以

外は、受注生産を行っておりません。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

　
(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

映画事業 31,345 △18.6

演劇事業 2,468 △20.7

不動産事業 13,181 △2.3

その他 311 18.0

合計 47,306 △14.6

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３　当企業集団の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、重要性のあ

る相手先がないため記載を省略しております。

映画事業、演劇事業及びその他事業の販売の相手先は不特定の個人であり、不動産事業についても総販売実

績の100分の10以上を占める相手先はありません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期におけるわが国の経済は、企業業績や個人消費に漸く改善の傾向がみられましたが、３月

に発生した東日本大震災の甚大な打撃を受け、円高や電力事情の制約の影響もあり、大変厳しい状況で推

移いたしました。

　このような情勢下にあって当社グループの当第２四半期連結会計期間の業績は、主力の映画事業のうち

映画営業事業部門において夏作品を中心に各作品が堅調に稼働いたしました。この結果、当第２四半期連

結会計期間の連結売上高は473億６百万円（前年同四半期比14.6％減）、営業利益は40億５千万円（同

48.6％減）、経常利益は44億９千１百万円（同46.1％減）、四半期純利益は28億５千２百万円（同35.5％

減)となりました。

　セグメントの業績状況は以下のとおりです。

　なお、第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しておりますが、セグメント区分の変更がないため、前年同

期における事業の種類別セグメント情報との比較数値を記載しております。

 

映画事業

　映画営業事業のうち製作部門では、東宝㈱において「星守る犬」「アンダルシア 女神の報復」「コク

リコ坂から」「神様のカルテ」等６本の映画を共同製作し、また月曜ゴールデン「捜し屋★諸星光介が

走る！⑥」、金曜ナイトドラマ「ジウ 警視庁特殊班捜査係」等のテレビ番組を制作いたしました。

　映画営業事業のうち配給部門では、当第２四半期連結会計期間の封切作品として、東宝㈱において前記

作品の他、「劇場版ポケットモンスター べストウイッシュ　ビクティニと白き英雄レシラム」「劇場版

ポケットモンスター べストウイッシュ　ビクティニと黒き英雄ゼクロム」を含む９番組10本を、東宝東

和㈱において「イースターラビットのキャンディ工場」他３本を配給いたしました。これらの結果、映画

営業事業の営業収入は8,486百万円（前年同四半期比36.5％減）、営業利益は987百万円（同71.4％減）

となりました。なお、東宝㈱における映画営業部門・国際部門を合わせた収入は、内部振替額（93百万円、

同 5.2%増)控除前で 9,596百万円（同42.5％減）であり、その内訳は、国内配給収入が8,751百万円（同

44.7％減）、輸出収入が191百万円（同167.1％増）、テレビ放映収入が270百万円（同18.2％減）、ビデオ

収入が97百万円（同16.2％減）、製作出資に対する受取配分金収入他その他の収入が285百万円（同

14.4％減）でした。また、映画企画部門の収入は、内部振替額（99百万円、前年同四半期比290.4％増）控

除前で、462百万円（同7.4％増）でした。

　映画興行事業では、TOHOシネマズ㈱を中心とするグループ各興行会社において、前記配給作品の他に、

「ハリー・ポッターと死の秘宝　PartⅡ」「トランスフォーマー/ダークサイド・ムーン」等、邦洋画の

話題作を上映いたしました。当第２四半期連結会計期間における映画館入場者数は、10,161千人と前年同

四半期比17.08％減となりました。その結果映画興行事業の営業収入は16,338百万円（前年同四半期比
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16.2％減）、営業利益は1,158百万円（同44.9％減）となりました。

　また、当第２四半期連結会計期間中の劇場の異動ですが、TOHOシネマズ㈱が、７月15日に「渋東シネタ

ワー」を「TOHOシネマズ渋谷」として第１期リニューアルオープン（４スクリ－ン）いたしました。そ

の一方で、関西共栄興行㈱が、８月31日広島県広島市の「広島宝塚」３スクリーンを閉館いたしました。

これらにより、当企業集団の経営するスクリーン数は、共同経営の「札幌シネマフロンティア」（12スク

リーン）、「広島バルト11」（11スクリーン）、「新宿バルト９」（９スクリーン）、「TOHOシネマズ西

宮OS」（12スクリーン）「大阪ステーションシティシネマ」（12スクリーン）を含め、全国で３スク

リーン減の606スクリーンとなり、東宝系興行網の再構築を図りました。さらに、新興行管理システムを

ヴァージョンアップし、新規開発の自動券売機を導入、インターネット販売でチケットを購入する際の決

済手段を多様化、vit-ID(インターネットチケット簡単購入機能）の導入や各種サービスの実施により利

便性をさらに高めました。また、３Ｄ方式を新システムに変更し改善するとともにデジタルシネマ機器の

設置を加速、ストレスのない鮮明な映像の提供とオペレーションの効率化を促進し、ライブ公演等をリア

ルタイムに楽しめるODS（Other Digital Stuff：映画以外のデジタルコンテンツ）による新規顧客の獲

得に努めました。

　映像事業では、東宝㈱のビデオ事業において、レンタル及びセル用作品として「まんが日本昔ばなし」

等、レンタル用作品として「SPACE BATTLESHIP ヤマト」「GANTZ」等を提供いたしました。出版・商品事

業は劇場用パンフレット、キャラクターグッズにおいて「劇場版ポケットモンスター ベストウィッシュ

ビクティニと黒き英雄ゼクロム/ビクティニと白き英雄レシラム」「コクリコ坂から」をはじめとする

当社配給作品が、洋画では「カーズ２」等が順調に稼働いたしました。版権事業では、「東宝怪獣キャラ

クター」等の商品化権収入に加え、製作出資いたしました作品の各種配分金収入がありました。さらに、

㈱東宝映像美術ではコスト削減に努めながら、映画およびＣＭ作品、イベント等での舞台製作や美術製

作、テーマパークにおける展示物の製作業務及びメンテナンス業務を受注いたしました。これらの結果、

映像事業の営業収入は6,520百万円（前年同四半期比15.6％増）、営業利益は443百万円（同31.5％減）

となりました。

　なお、東宝㈱における映像事業部門の収入は、内部振替額（21百万円、同605.3％増）控除前で 4,894百

万円（同29.9％増）であり、その内訳は、出版商品収入が918百万円（同35.8％減）、ビデオ事業収入が

3,620百万円（同88.8％増）、版権事業収入が355百万円（同15.0％減）でした。

　以上の結果、映画事業全体では、営業収入は31,345百万円（前年同四半期比18.6％減）、営業利益は

2,589百万円（同58.2％減）となりました。

 

演劇事業

　演劇事業では、東宝㈱の帝国劇場において、６，７月「風と共に去りぬ」、７，８月「三銃士」が帝国劇

場開場100周年にふさわしく評判を呼びました。シアタークリエでは、6月「風を結んで」６，7月「姉妹

たちの庭で」を上演いたしました。また、全国へと展開を続けている社外公演も事業収益に寄与しまし

た。東宝芸能㈱では、原価管理に努めるとともに、CM契約等積極的な営業活動をいたしました。以上の結

果、前期と演目等の違いはございますが、演劇事業の営業収入は2,468百万円（前年同四半期比20.7%

減）、営業利益は184百万円（同15.3%減）となりました。

　なお、東宝㈱における演劇事業部門の収入は、内部振替額（52百万円、前年同四半期比21.9％減）控除前

で2,108百万円（同4.5％減）であり、その内訳は、興行収入が1,798百万円（同5.7％減）、外部公演収入

が173百万円（同26.5％減）、その他の収入が135百万円（同109.7％増）でした。
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不動産事業

　不動産賃貸事業では、東宝㈱の不動産経営部門で、７月に、現在、解体工事が進行中の東京都新宿区「旧

コマ劇場及び旧新宿東宝会館」跡地について「新宿東宝ビル開発計画」を発表いたしました。東宝㈱の

東宝スタジオでは、ステージレンタルにおいて当初震災の影響があったものの、「麒麟の翼」など当社配

給作品を中心にした映画とCMを誘致いたしました。東宝不動産㈱においては、ビル諸設備等の改修・改

善、テナントへのきめ細やかな対応を図るなど積極的な営業活動を展開するとともに、収益性・将来性に

優れた新規賃貸物件の取得・開発に努めました。これらの結果、不動産賃貸事業の営業収入は7,297百万

円（前年同四半期比4.1%増）、営業利益は2,046百万円（同4.4%減）となりました。

　また、空室率については企業集団として、一時的なテナントの入れ替えにより、2.1％台で推移しており

ます。企業集団の固定資産の含み益については、平成23年１月１日の固定資産課税台帳の固定資産税評価

額を市場価額として、税効果を考慮した後の評価差額のうちの東宝の持分は約1665億円となっておりま

す。（当該含み益の開示は、「賃貸等不動産の時価等に関する会計基準」に基づくものではなく、当会計

基準とは別に、開示情報の充実性の観点から従来より引き続き自主的に行うものです。）

　なお、東宝㈱における土地建物賃貸部門の収入は、内部振替額（167百万円、前年同四半期比2.2％増）控

除前で、4,933百万円（同0.6%増）でした。

　道路事業では、スバル興業㈱と同社の連結子会社が、公共事業費の削減の影響による一段と激しい企業

間競争にさらされながら、道路の維持・清掃や補修工事の受注確保に努めました。その結果、道路事業の

営業収入は、3,584百万円（前年同四半期比10.5%減）、営業損益は55百万円の損失（前年同四半期は11百

万円の営業利益）となりました。

　不動産保守・管理事業では、東宝ビル管理㈱及び㈱東宝サービスセンターが、新規受注に取り組むとと

もにコスト削減努力を重ねましたが、同業他社との価格競争が激しく、また顧客や協力企業の一部には震

災による影響もあり、厳しい経営環境が続いております。その結果、営業収入は2,298百万円（前年同四半

期比7.2%減）、営業利益は211百万円（同7.7%減）となりました。

　以上の結果、不動産事業全体では、営業収入13,181百万円（前年同四半期比2.3%減）、営業利益は2,202

百万円（同7.5%減）となっております。

 

その他事業

　娯楽事業及び物販・飲食事業は、東宝共榮企業㈱、㈱東宝エンタープライズ及び東宝フーズ㈱でお客様

ニーズを捉えた充実したサービスの提供に努力しております。東宝共榮企業㈱の「東宝調布スポーツ

パーク」、㈱東宝エンタープライズの「東宝ダンスホール」はともに、東日本大震災後の自粛ムードによ

る来場者の減少などの影響を受け、娯楽事業及び物販・飲食事業を含むその他事業の営業収入は311百万

円（前年同四半期比18.0%増）、営業損益は27百万円の損失（前年同四半期は25百万円の営業損失）とな

りました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は

39,504百万円で、前連結会計年度末に比べ2,284百万円増加、第１四半期末に比べ5,013百万円の増加とな

りました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金は、税金等調整前四半期純利益が4,673百万円、

減価償却費が2,597百万円、仕入債務の増加が1,649百万円あったこと等により、7,782百万円の資金の増

加（前年同四半期比6,436百万円の減少）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動における資金は、有形固定資産の取得による支出が2,160

百万円、投資有価証券の取得による支出が1,314百万円あったこと等により、2,385百万円の資金の減少

（前年同四半期比2,086百万円の増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金は、配当金の支払額279百万円等により、342百

万円の資金の減少（前年同四半期比236百万円の増加）となりました。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであ

ります。

会社名

　 　

設備の内容

投資予定額 　

着工年月

　

事業所名 セグメント (百万円) 資金調達 完了予定

(所在地) の名称
総額 既支払額

方法 年月

　 　 　 　

東宝㈱、
㈱コマ・
スタジアム

新宿東宝ビル 映画及び
不動産事業

ホテル、
映画劇場他

23,200 0 自己資金 平成23年３月 平成27年春
(東京都新宿区)
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 188,990,633188,990,633

東京証券取引所　
（市場第一部）
大阪証券取引所　　　　
　　　　　　　　　　（市場第

一部）
福岡証券取引所

単元株式数
100株

計 188,990,633188,990,633― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年６月１日～
平成23年８月31日

─ 188,990,633 ─ 10,355 ─ 10,603
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

阪急阪神ホールディングス株式
会社

大阪市北区芝田１丁目16番１号 22,807 12.06

阪急不動産株式会社
大阪市北区角田町１番１号
（東阪急ビルディング内）

15,150 8.01

エイチ・ツー・オーリテイリン
グ株式会社

大阪市北区角田町８番７号 13,664 7.23

株式会社フジ・メディア・ホー
ルディングス

東京都港区台場２丁目４番８号 4,940 2.61

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

米国 02111 マサチューセッツ州 ボストン 
リンカーン・ストリート １
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

4,674 2.47

株式会社TBSテレビ 東京都港区赤坂５丁目３番６号 4,521 2.39

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,042 2.13

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,919 2.07

株式会社電通 東京都港区東新橋１丁目８番１号 3,779 2.00

株式会社丸井グループ 東京都中野区中野４丁目３番２号 3,223 1.70

計 ― 80,723 42.71

　(注)　１　株式数は千株未満、株式数の割合は小数点２位未満切り捨ての数字によっております。

  ２　上記大株主の状況に含めておりませんが、当社役員及び社員を会員とし、会員の福利厚生、文化教養、

    体育保健に関する事業を行っている東宝共栄会は、信託分と合わせて所有株式数3,546,250株、発行済株式

　　総数に対する所有株式数の割合1.87％の株式を所有しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式）
普通株式　　2,793,000

─ ─

(相互保有株式）
普通株式　　　 39,200

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式  185,850,7001,858,507 (注)１

単元未満株式 普通株式　　　307,733 ― (注)１、(注)２

発行済株式総数 188,990,633― ―

総株主の議決権 ― 1,858,507 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の株式数欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれ　

　　ぞれ4,000株及び40株含まれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

　　　自己保有株式　　　　　　　　　　　　　92株

　　　相互保有株式　成旺印刷㈱　　　　　　　10株

　　　　　　　　　　オーエス㈱　　　　　　　70株

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

東宝㈱ 千代田区有楽町１―２―２ 2,793,000─ 2,793,0001.47

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

成旺印刷㈱ 港区芝２―１―28 25,400 ─ 25,400 0.01

オーエス㈱ 大阪市北区小松原町３―３ 13,800 ─ 13,800 0.00

計 ― 2,832,200─ 2,832,2001.49

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
　３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,3441,2181,3131,3351,4051,365

最低(円) 935 1,1121,2211,2551,3271,229

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年６月１日から平成22年８月31日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成22年３月１日から平成22年８月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成23年３月１日から平成23年８月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年６月１

日から平成22年８月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年３月１日から平成22年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23年８月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,600 9,470

受取手形及び売掛金 14,494 14,741

有価証券 5,262 4,996

たな卸資産 ※１
 5,111

※１
 4,789

その他 43,270 44,766

貸倒引当金 △220 △219

流動資産合計 79,518 78,544

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 96,499 92,321

土地 55,859 55,498

建設仮勘定 3,392 4,406

その他（純額） 7,242 6,302

有形固定資産合計 ※２
 162,993

※２
 158,528

無形固定資産

のれん 5,421 5,656

その他 2,729 2,655

無形固定資産合計 8,150 8,312

投資その他の資産

投資有価証券 51,681 61,507

その他 25,047 23,136

貸倒引当金 △856 △824

投資その他の資産合計 75,872 83,818

固定資産合計 247,017 250,659

資産合計 326,536 329,204
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 14,428 11,886

短期借入金 116 115

1年内返済予定の長期借入金 1,135 615

未払法人税等 2,791 6,523

賞与引当金 896 864

固定資産撤去損失引当金 2,753 3,537

その他の引当金 650 669

資産除去債務 775 －

その他 20,712 18,058

流動負債合計 44,259 42,269

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 90 610

退職給付引当金 3,151 3,066

役員退職慰労引当金 287 372

その他の引当金 802 780

資産除去債務 5,834 －

その他 31,259 36,449

固定負債合計 51,426 51,279

負債合計 95,685 93,549

純資産の部

株主資本

資本金 10,355 10,355

資本剰余金 13,837 13,837

利益剰余金 184,050 183,100

自己株式 △4,503 △3,678

株主資本合計 203,740 203,615

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,014 10,129

土地再評価差額金 891 891

為替換算調整勘定 △0 －

評価・換算差額等合計 5,906 11,021

少数株主持分 21,203 21,018

純資産合計 230,850 235,655

負債純資産合計 326,536 329,204
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

営業収入 105,434 94,244

営業原価 63,942 58,536

売上総利益 41,491 35,707

販売費及び一般管理費

人件費 8,998 8,598

広告宣伝費 3,967 3,366

賞与引当金繰入額 691 672

役員退職慰労引当金繰入額 25 21

借地借家料 4,166 3,729

その他 9,704 9,540

販売費及び一般管理費合計 27,555 25,928

営業利益 13,936 9,779

営業外収益

受取利息 44 44

受取配当金 436 456

持分法による投資利益 94 46

貸倒引当金戻入額 － 10

その他 96 84

営業外収益合計 671 642

営業外費用

支払利息 88 85

貸倒引当金繰入額 54 －

為替差損 － 42

その他 30 20

営業外費用合計 174 148

経常利益 14,433 10,272

特別利益

投資有価証券売却益 25 489

原状回復費用戻入益 22 －

保険解約返戻金 10 15

その他 27 94

特別利益合計 86 599
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

特別損失

減損損失 － 96

固定資産除却損 100 16

固定資産取壊費用 28 －

投資有価証券評価損 11 164

立退補償金 54 60

固定資産撤去損失引当金繰入額 481 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,042

災害による損失 － ※
 568

その他 532 168

特別損失合計 1,209 4,117

税金等調整前四半期純利益 13,310 6,755

法人税、住民税及び事業税 5,319 3,234

法人税等調整額 285 △405

法人税等合計 5,604 2,828

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,926

少数株主利益 485 173

四半期純利益 7,220 3,753
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

営業収入 55,386 47,306

営業原価 33,616 30,048

売上総利益 21,769 17,258

販売費及び一般管理費

人件費 4,190 4,063

広告宣伝費 1,636 1,567

賞与引当金繰入額 691 672

役員退職慰労引当金繰入額 12 10

借地借家料 2,225 1,983

その他 5,135 4,911

販売費及び一般管理費合計 13,892 13,208

営業利益 7,877 4,050

営業外収益

受取利息 29 27

受取配当金 407 432

持分法による投資利益 42 64

その他 58 32

営業外収益合計 537 557

営業外費用

支払利息 44 42

貸倒引当金繰入額 18 17

為替差損 － 40

その他 19 14

営業外費用合計 82 115

経常利益 8,332 4,491

特別利益

保険解約返戻金 10 15

投資有価証券売却益 12 273

その他 16 49

特別利益合計 38 338

特別損失

固定資産除却損 81 16

固定資産取壊費用 26 －

投資有価証券評価損 11 6

廃棄物処理費用 229 －

固定資産撤去損失引当金繰入額 481 －

災害による損失 － ※
 83

その他 289 49

特別損失合計 1,119 156

税金等調整前四半期純利益 7,251 4,673

法人税、住民税及び事業税 2,967 1,425

法人税等調整額 △254 237

法人税等合計 2,713 1,663

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,009

少数株主利益 118 157

四半期純利益 4,419 2,852
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 13,310 6,755

減価償却費 4,576 5,002

のれん償却額 229 234

貸倒引当金の増減額（△は減少） 97 33

受取利息及び受取配当金 △480 △500

支払利息 88 85

持分法による投資損益（△は益） △94 △46

投資有価証券評価損益（△は益） 11 164

売上債権の増減額（△は増加） △1,790 246

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,246 △321

仕入債務の増減額（△は減少） 6,278 2,542

固定資産撤去損失引当金の増減額（△は減少） 364 △17

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,042

その他 314 593

小計 24,153 17,814

利息及び配当金の受取額 540 558

利息の支払額 △103 △99

法人税等の支払額 △3,155 △6,847

法人税等の還付額 2,477 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,914 11,425

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 104 1,535

有形固定資産の取得による支出 △6,589 △6,465

有形固定資産の売却による収入 60 39

投資有価証券の取得による支出 △1,067 △1,316

子会社株式の取得による支出 － △55

投資有価証券の売却による収入 95 1,382

貸付けによる支出 △4 △5

貸付金の回収による収入 136 91

その他 △205 △362

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,469 △5,155

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 14 0

長期借入れによる収入 － 15

長期借入金の返済による支出 △195 △15

自己株式の取得による支出 △292 △825

配当金の支払額 △2,801 △2,796

少数株主への配当金の支払額 △180 △211

リース債務の返済による支出 △104 △111

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,558 △3,943

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 △42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,865 2,284

現金及び現金同等物の期首残高 29,773 37,220

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 0

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 42,639

※
 39,504
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

１．連結の範囲に関する事項の

変更

(1) 連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、㈱グローウェイは、平成23年５月１日付でスバ

ル興業㈱と合併の上解散したことにより、連結の範囲から除外いたしました。

　また、当第２四半期連結会計期間より、重要性が増したため、Toho‐Towa US,

Incを連結の範囲に含めております。

 

(2) 変更後の連結子会社の数

　38社

２．持分法の適用に関する事項

の変更

(1) 持分法適用関連会社の変更

　当第２四半期連結会計期間より、新たにHemisphere Motion Picture

Partners Ⅰ,LLCに出資したことにより、同社を持分法の適用の範囲に含めて

おります。

 

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数

　５社

３．会計処理基準に関する事項

の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準

第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用してお

ります。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これに伴い、従来、流動負債の固定資産撤去損失引当金として計上していた資

産除去費用引当金766百万円を流動負債の資産除去債務に振替を行っておりま

す。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ

182百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は3,224百万円減少しておりま

す。また、当第２四半期連結会計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益は、それぞれ90百万円減少しております。

　なお、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は6,445百万円

（うち、固定資産撤去損失引当金からの振替額は766百万円）であります。
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【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

１  前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用総額

の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四

半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は20百万円であります。

 

２  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

１  前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用総額

の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四

半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は20百万円であります。

 

２  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

　該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末
（平成23年２月28日）

※１　たな卸資産の内訳

商品及び製作品　　
　　 1,842百万円

仕掛品 2,814百万円

原材料及び貯蔵品 454百万円
　　　       計　　　　　　    　　  5,111百万円
 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 111,511百万円
 
　３　偶発債務
　　　マリーナ事業の取引先のリース契約に対する
　　　保証債務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28百万円
 

※１　たな卸資産の内訳　　　　　

商品及び製作品　　
　　 1,748百万円

仕掛品 2,561百万円

原材料及び貯蔵品 479百万円
　　　　　　 計　　　　　　 　　　   4,789百万円
 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 107,652百万円
 
　３　偶発債務
　　　マリーナ事業の取引先のリース契約に対する
　　　保証債務
　　　　　　　　　　　　　        　　　31百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22月３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

──────────── ※　災害による損失　　　

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災に伴う

損失を計上しております。

　主な内訳は以下のとおりです。

原状回復費用　　　　 314百万円

操業停止期間中の固定費 176百万円

その他 77百万円
　　　　　　　 計　　 　　    　  　　568百万円

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

　　　　　　──────────── ※　災害による損失　　　

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災に伴う

損失を計上しております。

　主な内訳は以下のとおりです。

原状回復費用　　　　 72百万円

操業停止期間中の固定費 △15百万円

その他 25百万円
　　　　　　　 計　　　　　  　　      83百万円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日 
  至　平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成23年３月１日 
　至　平成23年８月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 9,934百万円

有価証券 3,868百万円

その他（現先短期貸付金） 29,995百万円

　　　計 43,798百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△658百万円

償還期間が３ヶ月を超える

債券等
△500百万円

現金及び現金同等物 42,639百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 11,600百万円

有価証券 5,262百万円

その他（現先短期貸付金） 24,995百万円

　　　計 41,858百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△605百万円

償還期間が３ヶ月を超える

債券等
△1,748百万円

現金及び現金同等物 39,504百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年８月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日 

至  平成23年８月31日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 188,990,633

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,112,333

　

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日
定時株主総会

普通株式 2,803 15平成23年２月28日 平成23年５月27日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年９月27日
取締役会

普通株式 930 5 平成23年８月31日 平成23年11月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)

　

　
映画事業
(百万円)

演劇事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

38,5143,11313,494 264 55,386 ─ 55,386

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

441 53 1,159 13 1,667(1,667) ―

計 38,9553,16614,654 277 57,053(1,667)55,386

営業利益又は営業損失(△) 6,197 217 2,380 △25 8,770 (893) 7,877

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年８月31日)
　

　
映画事業
(百万円)

演劇事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

70,3176,24728,328 542 105,434 ─ 105,434

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

854 95 2,301 24 3,275(3,275) ―

計 71,1716,34330,629 566 108,710(3,275)105,434

営業利益又は営業損失(△) 9,848 386 5,542 △36 15,741(1,805)13,936

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な事業内容

　(1)映画事業………映画の製作・配給・興行、ビデオ・TV番組・CF等の映像の製作販売

　(2)演劇事業………演劇の製作・興行・販売、芸能プロダクションの経営

　(3)不動産事業……不動産の賃貸・販売・保守管理、道路事業

　(4)その他事業……飲食店・娯楽施設・スポーツ施設の経営

 ３　前連結会計年度まで「映画事業」に区分しておりました㈱公楽会館は映画の興行事業より撤退し、不動産　　

 の賃貸を主とする事業とすることとなったため、事業区分を「不動産事業」に変更しております。

 この変更に伴い、従来の区分によった場合と比べ、「映画事業」の売上高は11百万円減少し、営業利益は4

 百万円増加しており、「不動産事業」の営業利益は3百万円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

　　　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高及び連結売上高に占めるその割合の記載を

省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

　当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「映画事業」、「演劇事業」及び

「不動産事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「映画事業」は、映画の製作・配給・興行、ビデオ・TV番組・CF等の映像の製作販売を行っております。

「演劇事業」は、演劇の製作・興行・販売、芸能プロダクションの経営を行っております。「不動産事

業」は、不動産の賃貸・保守管理、道路維持清掃・維持補修工事及び高速道路施設受託運営業務を行って

おります。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

映画
事業

演劇
事業

不動産
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 60,1175,71927,80693,64360194,244 ― 94,244

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

745 111 2,3263,183 9 3,192△3,192 ―

計 60,8635,83030,13296,82661097,437△3,19294,244

セグメント利益又は損失(△) 6,112 330 5,17011,613△6611,547△1,768 9,779

(注)　１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店・娯楽施設及びスポーツ

　　施設の経営事業を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△1,768百万円は、セグメント間取引消去△26百万円、各報告セグ

    メントに配分していない全社費用△1,741百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

    ない一般管理費であります。

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

映画
事業

演劇
事業

不動産
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 31,3452,46813,18146,99531147,306 ― 47,306

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

375 54 1,1721,601 4 1,606△1,606 ―

計 31,7202,52314,35348,59731648,913△1,60647,306

セグメント利益又は損失(△) 2,589 184 2,2024,976△27 4,948△898 4,050

(注)　１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店・娯楽施設及びスポーツ

　　施設の経営事業を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△898百万円は、セグメント間取引消去△0百万円、各報告セグメン

　　トに配分していない全社費用△897百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

　　管理費であります。

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変

動が認められないため、記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、資産除去債務に関する会計基準の適

用に伴い、第１四半期連結会計期間の期首に計上した金額に比べて著しい変動が認められないため、記

載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められないため、記載を省略しております。　
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

　 　

　 1,127円87銭
　

　 　

　 1,150円56銭
　

　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

純資産の部の合計額(百万円) 230,850 235,655

普通株式に係る純資産額(百万円) 209,646 214,636

差額の主な内訳(百万円) 　 　

  少数株主持分 21,203 21,018

普通株式の発行済株式数(株) 188,990,633 188,990,633

普通株式の自己株式数(株) 3,112,333 2,440,963

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 185,878,300 186,549,670

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

38円68銭
―

　

１株当たり四半期純利益金額
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

20円16銭
―

　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 7,220 3,753

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 7,220 3,753

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) ― ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 186,665,262 186,166,143
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額 23円69銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 15円35銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 4,419 2,852

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 4,419 2,852

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) ― ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 186,591,669 185,878,566

　
　
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

２ 【その他】

　

平成23年９月27日開催の取締役会において、平成23年８月31日現在の株主名簿に記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額　　                      930,987,705円

②１株当たりの金額                                5円
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年10月８日

東宝株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    中    康    行    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    井    出    正    弘    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東宝

株式会社の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成22

年６月１日から平成22年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年３月１日から平成22年８月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東宝株式会社及び連結子会社の平成22年８月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年10月７日

東宝株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    上    　    豊    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    井    出    正    弘    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東宝

株式会社の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成23

年６月１日から平成23年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23年８月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東宝株式会社及び連結子会社の平成23年８月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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